
申請マニュアル

社会福祉施設及び医療施設等物価高騰対策支援金支給事務局

社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策支援金に関するお問い合わせ先

〒020-8779
岩手県盛岡市神明町5-5 岩手県火災共済会館 5階
ＭＡＩＬ ： info@iwate-syakaihukusi-iryoushien.jp

ＴＥＬ ： 019-601-6471

受付時間…平日９：００～１７：００

・受付時間外、土日祝日のお問い合わせはご遠慮ください。
・多くの個人情報を扱うため、事務局に訪問しての相談はご遠慮いただいております。

チェック欄 確認内容

貴法人(個人)の業態が別表（Ｐ４～Ｐ６）記載の業態に含まれている。

支援金の申請日において岩手県内に所在する施設・事業所を運営している法人

本支援金(令和7年度)を重複して申請していない。

上記全てにチェックがされた場合
→ 支援金の支給対象です。本マニュアルに沿って申請をお願いします。

一つでもチェックができなかった場合
→ 本支援金の支給対象外です。申請はできません。

はじめに「本支援金支給対象者の要件」を申請前に必ずご確認ください。

特設サイトはコチラ
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１ 社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策支援金
    （令和7年度）支給要領

申請を行う前に必ずご一読ください。

① 趣旨

第１ 物価高騰が続く中、社会福祉施設及び医療施設等の負担の軽減を図り、適切で質の高い
 サービスの安定的な提供を維持するため、社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策
支援金（以下「支援金」という。）を予算の範囲内において支給することとし、他の法令等の定
 めるところによるほか、この要領により必要な事項を定める。

② 支援金の概要

第２ 支援金の概要は、以下のとおりである。

（１） 支給対象者
支援金の支給を受けることができる者（以下「支給対象者」という。）は、次のアからウ

         までの全ての要件を満たす者とする。
ア 令和８年１月１日（以下「基準日」という。）において、岩手県内に所在し別表１から

              別表７に掲げる施設・事業所等を運営している法人・個人であること。
イ 基準日において、事業の実態（事業を実施している）があること。
ウ 申請日において、事業継続の意思があること。

(２) 支援金の額及び要件
別表１から別表７までに定めるとおりとする。

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる施設・事業所等については支援金の支給対象外と
する。

(１) 基準日時点で休止又は廃止の届出をしている施設・事業所等
(２) 設置者が県又は市町村である施設・事業所等（指定管理者制度による運営も含む）
(３) 岩手県暴力団排除条例（平成23年岩手県条例第35号）に規定する暴力団員又は暴力団

と密接な関係を有する者が開設、運営又は出資する施設・事業所等
(４) 上記のほか、本支援金の目的に照らして適当でないと知事が認めた施設・事業所等

③ 支給申請
第３ 支援金の支給を受けようとする者は、別に定める期日までに別表８に定める書類を、

知事に提出するものとする。

④ 支給の決定

第４ 知事は、第３の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるとき
は、社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策支援金（令和７年度）支給決定通知書
（様式５号）により当該申請をした者（以下「申請者」という。）にその旨を通知するとともに、
支援金を支給するものとする。

２ 知事は、支援金を支給しないことと決定したときは、その旨を社会福祉施設及び医療施設

等物価高騰緊急対策支援金（令和７年度）不支給決定通知書（様式６号）により申請者に通知
するものとする。

３ 知事は、支援金の支給に当たっては、支援金の支給の目的を達成するため、必要な条件を
付することができる。



１ 社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策支援金
    （令和7年度）支給要領

⑥ 調査等

第６ 知事は、支援金の支給に関し、必要があると認めるときは、申請者に対し報告を求め、
文書を提出させ、又は実地に調査を行うことができる。

⑦ 支給決定の取消

第７ 知事は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、支援金の支給決定の全部又は
一部を取り消すことができる。
（1） 偽りその他不正な手段により支援金の支給決定を受けたとき。
(２) 支援金の支給決定の条件又はこの要領の規定に違反したとき。
(３) 前２号に掲げるもののほか、知事が不適当と認める事由が生じたとき。

⑤ 申請書類の保管

第５ 申請者は、支援金の支給後においても、支給申請書類及びその証拠書類等を５年間保管
し、知事から提出を求められた場合には、速やかに提出するものとする。

⑧ 返還

第８ 知事は第７の規定による支援金の支給の決定の全部又は一部を取り消した場合におい
て、既に支援金を支給しているときは、期限を定めて当該支援金を返還させるものとする。

⑨ その他

第９ この要領に定めるもののほか、支援金の支給に関して必要な事項は、知事が別に定める。

附 則
この要領は、令和8年2月6日から施行する
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２-1 【別表１ 救護施設】 【別表２ 障害福祉サービス事業所等】
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別表１（第２関係）【救護施設】

１事業所あたり 定員１名あたり

救護施設 - 13,700

別表２（第２関係）【障害福祉サービス事業所等】

１事業所あたり 定員１名あたり

114,000 -

114,000 -

114,000 -

114,000 -

114,000 -

114,000 -

114,000 -

114,000 -

114,000

114,000 -

114,000 -

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

自立訓練(機能訓練)事業所

障害者支援施設

共同生活援助事業所

短期入所事業所(空床利用型は対象外)

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

入所系

就労移行支援事業所

就労継続支援(A型)事業所

○　障害者総合支援法又は児童福祉法の規定に
　基づき、開設している通所系事業所。

就労継続支援(B型)事業所

児童発達支援事業所

放課後等デイサービス事業所

訪問系

相談系

通所系

支給要件

支給要件

特定相談支援事業所

自立生活援助事業所

居宅訪問型児童発達支援事業所

保育所等訪問支援事業所

一般相談支援事業所

障害児相談支援事業所

居宅介護事業所

重度訪問介護事業所

同行援護事業所

行動援護事業所

単価（円）

就労選択支援事業所

サービス種別

療養介護事業所

生活介護事業所

重度障害者等包括支援事業所

就労定着支援事業所

区分

－

区分

自立訓練(生活訓練)事業所

○　障害者総合支援法又は児童福祉法の規定に
　基づき、開設している入所系施設。
　※　短期入所事業所における、空床利用型は
　　対象外。

単価（円）

○　障害者総合支援法又は児童福祉法の規定
　に基づき開設している訪問・相談系事業所。
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2-2 【別表3 介護サービス事業所等】 【別表4 児童養護施設等】

別表３（第２関係）【介護サービス事業所等】

１事業所あたり 定員１名あたり

136,000 -

136,000 -

136,000 -

136,000 -

136,000 -

136,000 -

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

- 13,700

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

39,000 -

居宅介護支援

福祉用具貸与・販売
（同一事業者の重複支給は不可）

区分 サービス種別

通所系
複合型サービス
(看護小規模多機能型居宅介護)

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

単価（円）

養護老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

短期入所生活介護（空床利用型は対象外）

通所介護

通所リハビリテーション
（医療・施設みなしを除く一般指定のみ）

地域密着型特定施設入居者生活介護
（養護・軽費を除く）

特定施設入居者生活介護
（養護・軽費を除く）

支給要件

○　介護保険法の規定に基づき開設している通
  所系事業所。
　※　介護予防サービス・総合事業は対象外。
　※　保険医療機関のうち、介護保険法第71条
    の規定によるみなし指定を受けている事業
　　所は対象外。

○　介護保険法の規定に基づき開設している訪
　問・相談系事業所。
　※　介護予防サービス・総合事業は対象外。
　※　保険医療機関のうち、介護保険法第71条
　　の規定によるみなし指定を受けている事業
　　所は対象外。

○　介護保険法又は老人福祉法の規定に基づき
　開設している入所系施設。
　※　介護予防サービスは対象外。
　※　養護老人ホーム又は軽費老人ホームにお
    ける、地域密着型特定施設入居者生活介護
    及び特定施設入居者生活介護は対象外。
　※　短期入所系施設における、空床利用型は
　　対象外。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問・相談系

入所系

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護ステーション（医療機関を除く。）

訪問リハビリテーション
（医療・施設みなしを除く一般指定のみ）

夜間対応型訪問介護

軽費老人ホーム

別表４（第２関係）【児童養護施設等】

１事業所あたり 定員１名あたり

児童養護施設 - 13,700

乳児院 - 13,700

児童心理
治療施設

- 13,700

女性自立支援施設 - 13,700

区分

－

－

－

－

〇　児童福祉法の規定に基づき設置している
　児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設。
〇　困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の
規定に基づき設置している女性自立支援施設。
〇　支援金の算定において、暫定定員を設定
  されている施設にあっては、暫定定員に基
  づき支援金を算定する。

支給要件
単価（円）
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2-3 【別表5 医療施設等】 【別表6 施術所】 【別表７ 薬局】

別表５（第２関係）【医療施設】

基礎支援金
(１施設あたり)

加算支援金
（１床あたり）

230,000 21,300

- 21,000

115,000 -

115,000 -

115,000 - ○　医療法の規定に基づき開設している助産所。

別表６（第２関係）【施術所】

区分

基礎支援金
(１施設あたり)

加算支援金
（１床あたり）

施術所 38,000 -

○　あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう
  師等に関する法律又は柔道整復師法の規定に
  基づき開設している施術所のうち、療養費の
  受領委任取扱いの指定を受けた施術所。
　※　同一施設で、療養費の受領委任取扱指定
    を受けている施術所が複数ある場合は、い
    ずれか一箇所のみ申請可能。

別表７（第２関係）【薬局】

区分

１事業所あたり 定員１名あたり

薬局 38,000 -

〇　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
  全性の確保等に関する法律の規定に基づき開
  設の許可を受けている薬局のうち、健康保険
  法の規定に基づき保険薬局の指定を受けた施
  設。

－

区分

支給要件
単価（円）

単価（円）
支給要件

支給要件
単価（円）

○　医療法の規定に基づき開設している病院
　又は診療所（企業・社会福祉施設等の医
  務室、臨時開設の施設を除く。）のうち、
　保険医療機関の指定を受け、一般患者の受
  け入れを行っている医療施設。
　※  休床中の病床は対象外。
　※　全ての病床を休床している有床診療所
　　は無床診療所の単価で算定。
　※  同一施設で、医科と歯科の診療報酬上
　　の指定を両方受けている場合は、いずれ
    か一方のみ申請可能。

按摩、鍼、灸、柔整

病院・有床診療所

無床診療所（医科）

無床診療所（歯科）

(特別高圧を受電する医療機関への加算支援金)
※上記の医療施設のうち、特別高圧を受電する医療機関。

医療施設

助産所



３ 支給対象者について

（１）本支援金は支援金の申請日において岩手県内に所在し、下記の分類に該当する

事業者（法人・個人）の皆様が対象となります。

  １ 救護施設

２ 障害福祉サービス事業所等

3  介護サービス事業所等

４ 児童養護施設等

５ 医療施設等

６ 施術所

７ 薬局

(2)支援金額は上記分類と区分、サービス種別等によって算出方法が異なります。

（３）分類、区分、サービス種別、支給単価等について詳しくはP４～P６の別表をご確認いただき、

申請をお願いします。

４ 受付期間

令和8年２月１6日（月） ～令和8年３月３１日（火）
※郵送の場合当日消印有効とします。
※受付締切間際に多くの申請が寄せられることが予想されます。

一度に多くの申請が寄せられると、審査にお時間をいただく可能性がありますので
余裕をもって、お早めに申請いただくようご協力ください。

５ 【別表8 申請に必要な書類】

7

下記書類に記入、または入力の上、事務局に申請（提出）してください。

ア 様式第１号 申請書兼請求書

イ 様式第2号 申請内訳書

ウ 様式第3号 誓約書兼同意書

エ 様式第4号 委任状

オ 振込口座の通帳の「表紙」と「見開き」のコピー

※様式第2号については業態ごとに異なります。申請する業態を確認の上、記入願います。
　・様式第2号-1
　・様式第2号-2
　・様式第2号-3
　・様式第2号-4

※委任状は申請者（法人名又は代表者）と振込口座名義が違う場合のみ提出が必要です。
※申請者と振込口座名義が同一の場合、提出の必要はありません。

※口座名義確認のため、「表紙」だけではなく必ず「見開き」のコピーも提出願います。
※1法人で複数の施設や事業所を運営している場合、複数の施設や事業所を一度に申請する事が
　可能ですが、「分類」が異なる場合は申請を分けてください。
※分類についてはP 4～P 6の別表をご確認ください。



６ 申請方法について

申請方法について補足事項

ア 書類の受理から審査、支給までは「オンライン申請」で概ね４週間程度、「郵送申請」の場合は５週間

程度を要します。早めの支給を希望される場合は「オンライン申請」を推奨いたします。

イ 書類の到着状況、審査状況、支給時期に関するお問い合わせはご遠慮ください。

本申請は【オンライン】【郵送】の２つの方法で申請が可能です。

ア オンライン申請

特設ウェブサイト内の申請フォームより申請をお願いします。

特設ウェブサイトアドレス https://syakaihukusi-iryoushien.pref.iwate.jp

「オンライン申請手順」

①申請特設ウェブサイトにアクセス → ②申請フォームに必要事項を入力

→ ③提出書類を添付 → ④入力終了・申請

イ 郵送での申請

※申請書類（様式第1号～第4号）を特設ウェブサイトよりダウンロードし記入。

必要書類を同封して下記宛先まで郵送願います。

〒020-8779 岩手県盛岡市神明町5-5 岩手県火災共済会館 5階

社会福祉施設及び医療施設等物価高騰対策支援金支給事務局 宛

「郵送での申請手順」

①申請特設ウェブサイトにアクセス → ②申請書類をダウンロードし出力

→ ③申請書類に必要事項を記載 → ④提出書類を添付 → ⑤投函・申請

・書類をコピーする場合は【Ａ４】サイズでお願いします。

・不足書類を追加郵送する場合には、送信封筒に「不足書類追加」等と明記し、申請法人名

 （申請個人名）、 住所、電話番号、法人の場合は担当者名に加え、不足書類の提出を依頼した

事務局の担当者名がわかる場合は、その担当者名を明記して郵送願います。

特設サイト二次元コード
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・申請書類到着後、申請受理書を発送します。その後、事務局・岩手県において申請内容を審査し

支給対象と認められる場合には岩手県から支給決定通知を送付。指定された口座へ支援金を

  振込みます。

・申請受理書発送から支給までは「オンライン申請」で概ね４週間程度、「郵送申請」の場合は

5週間程度の時間を要します。

・申請に不備が認められた場合は上記以上の時間を必要とする可能性があります。

・書類の到着状況、審査状況、支給時期に関する問い合わせはご遠慮ください。

７ 審査・支援金の支給について

9

社会福祉施設及び医療施設等物価高騰対策支援金支給事務局

社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策支援金に関するお問い合わせ先

〒020-8779
岩手県盛岡市神明町5-5 岩手県火災共済会館 5階
ＭＡＩＬ ： info@iwate-syakaihukusi-iryoushien.jp

ＴＥＬ ： 019-601-6471

受付時間…平日９：００～１７：００

・受付時間外、土日祝日のお問い合わせはご遠慮ください。
・多くの個人情報を扱うため、事務局に訪問しての相談はご遠慮いただいております。

特設サイトはコチラ



社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策支援金の申請から着金までの流れは、以下の通りとなります。

支援金の支給までには最短で【オンライン申請の場合】4週間程度、【郵送での申請の場合】は５週間程度
お時間をいただきます。予めご了承ください。

支援金支給までのフロー

支援金支給までに行う確認・審査の概要
（※１） 受付確認

書類が全部そろっているか、申請要件を満たしているかなど、申請における事務的な書類確認
    を行います。
（※２） 申請内容審査

支援金を支給するための申請書類の詳細な審査を行います。
ア・申請要件を満たしているか
イ・申請されている書類に不備はないか
ウ・申請されている金額は正しいか
エ・支援金の振込先となる口座名義に誤りはないか

補足事項
ア 申請に不備等がある場合は、事務局よりご連絡し、確認をさせていただく場合があります。
イ 申請に不備等がある場合、支援金の支給が遅くなる場合があります。
ウ 審査において要件を満たせない場合や虚偽申請事業者と判断された場合、加えて支援金支給

の対象外の事業者と判断された事業者（例：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の

    規定に抵触しているなど）に対しては「不支給通知書」を発送し、支援金の振込みは行いません。

（※１）

（※２）
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申

請

者

ＷＥＢ・郵送

①支援金申請

③申請受理通知

郵送

⑤助言・修正等依頼
※申請上不備があった場合

架電・メール

⑥修正・追加資料
※申請上不備があった場合

ＷＥＢ・郵送

⑧支給決定通知

郵送

⑩支援金振込

振込→着金

岩手県・事務局

②申請書受領・受付確認

④ 審査

⑦審査通過・支給決定

⑨支援金振込作業

８ 支援金支給までのフロー



９ オンライン申請 システム入力例

① 特設ウェブサイトへ移動
 

特設ウェブサイトアドレス

https://syakaihukusi-iryoushien.pref.iwate.jp 

② 下にスクロールし「WEB申請はこちら」ボタンをクリック

（１） 申請フォームへ移動

申請をはじめる前に

申請には「振込先口座の通帳の表紙と見開き」の添付用画像が必要です。

必ずご準備いただいてから下記の要領で申請をお願いします。
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特設サイト二次元コード

https://syakaihukusi-iryoushien.pref.iwate.jp/
https://syakaihukusi-iryoushien.pref.iwate.jp/
https://syakaihukusi-iryoushien.pref.iwate.jp/


③申請フォームへ移動 

① 申請フォームトップページ下部にある「ログインして申請に進む」をクリック

【アカウント作成のメリット】

アカウントを作成いただくと、申請の一時保存ができるようになります。

※申請事項は複数ページに及びます。アカウント登録をすると申請途中で一時保存が可能です。

アカウントを作成しての申請を推奨します。

「ログインして申請に進む」
をクリックして先に進む

（２） アカウントの作成

12



② ログイン画面

③ アカウント登録画面

仮登録
完了画面へ移動

「新規アカウント登録」
をクリックして先に進む

必要事項をすべて入力してください

「Grafferアカウントに登録」
をクリックして先に進む

この画面が表示されたら仮登録完了です。
アカウント登録時に記載したアドレスの受信メールをご確認ください。

既存のアカウントに連動させると
以降のやり取りが申請アドレスではなく

既存アカウントへの返信となります。

これまでの事業で既存アカウント使用による
エラーが多かったため、事務局としては
新規アカウント登録を推奨します。
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④ 本登録用メール

アカウントを登録する事によって、申請途中で確認が必要になったり
ＷＥＢサイトを閲覧しようとして一度申請画面を閉じたい場合に「一時保存」が可能になります。

移 動

アカウント本登録完了
ログインして申請開始

受信メール記載のアドレスへ移動

情報入力後「ログイン」
をクリックしてください。

⑤ ログインして申請フォームへ進みます。

メールアドレスでログインを選択

登録したアカウント情報を入力

移 動
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① 同意画面

（３） オンライン申請手順

同意欄にチェックすると
ボタンが表示されます
クリックして申請に進んでください

利用規約を読んだ上で
同意欄にチェック

15



② 申請者の情報

選択をすると該当する
入力フォームが表示

入力後、
「一時保存して、次へ進む」
をクリックしてください。

「個人」または「法人」の
いずれか該当する方を
選択してください

申請者情報を記入してください。
※漏れが無いように入力をしてください。

申請者情報を記入してください。
※漏れが無いように入力をしてください。

平日昼間に事務局と
連絡が取れる電話番号を
記載してください

入力後、
「一時保存して、次へ進む」
をクリックしてください。

本フォームに入力する際の注意点

ア 法人の場合、確定申告書類や履歴事項全部証明書に記載のある所在地・法人名・代表者氏名を入力し
個人事業主の場合は，確定申告書類に記載のある屋号及び本人確認書類に記載のある住所・代表者氏名を
入力してください。
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③ 支援金の振込先口座情報

振込先口座情報を記入してください。
※漏れが無いように入力をしてください。

金融機関コードが不明な場合
各金融機関のＨＰに
記載がありますのでご確認ください

振込口座通帳の表面を添付してください。
画像かPDFで添付してください。
（スマホの撮影画像も可）

振込口座通帳の表面を開いた直後のページを
見開きで添付してください。
画像かPDFで添付してください。
（スマホの撮影画像も可）

本フォームを入力する際の注意点

ア 本様式に記載する「申請者の名義」と下部に記載する「口座名義」が違う場合、別途「様式第４号 委任状」
の提出が必須となります。

イ 「様式4号 委任状」はオンラインでの提出は出来ません。特設サイトからダウンロードの上、記載いただき
事務局まで郵送をお願いします。 ※様式4号 委任状については Ｐ37 を参照。

ウ 振込先口座情報は「正確に」記載をお願いします。下記について必ず提出前にご確認ください。

Ｑ 振込先の銀行情報や普通・当座の記載に間違いはないか？
Ｑ 口座名義に間違いはないか？（通帳見開きの口座名と一致しているか？）

入力後、「一時保存して、次へ進む」
をクリックしてください。
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A4

１０ 郵送・ＦＡＸ申請 添付書類

（１） 添付書類 １

振込先口座の通帳の表紙と見開きの画像を添付してください。

添付する際の注意点

ア 通帳のコピーは、必ず通帳の「表紙面」と「見開き面」をどちらも添付してください。
イ 添付画像が不足している場合は審査を進めることができません。提出前に必ず内容をご確認ください。

添付① 振込先口座の通帳の表紙 添付② 振込先口座の通帳の見開き

注意点

ア 審査・支給のために、手続き上、追加書類を事務局から提出依頼させていただく場合があります。
イ 追加書類は【様式４号 委任状】を除き、事務局あてにメールでの提出も可能です。
ウ 追加で提出を依頼した書類が期日までに事務局に郵送されない場合、審査を進めることができず
     「不支給」とさせていただく場合があります。

③ 必要書類の添付

【普通銀行当座口座の場合】
通帳がない場合は、当座勘定照合表等の口座情報が確認できる画像を添付してください。

  ※銀行取引にかかる日付、支払額、入金額、摘要、残高等の情報は黒塗りしてください。

【インターネット専業銀行の場合】
振込先情報（口座情報）が確認できる画面を、スクリーンショットなどの機能を使用して

  画像として添付してください。

（2） 添付書類 2

その他知事が必要と認める書類
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④-１ 申請事業所情報【分類 １ 救護施設】

分類 １ 救護施設 用

本フォームを入力する際の注意点

ア 本フォームは分類 １ 救護施設に該当する皆様に入力いただくフォームです。
イ 同じ法人で他の申請分類の施設・事業所をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。

本フォームで他の申請分類を同時に申請することはできません。
ウ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請をお願いします。

※ 最初に入力した情報が保存されていますので、本フォーム「申請事業所情報」のみ入力いただければ申請が行えます。
※ 本フォームに入力された情報も保存されていますので、二重申請とならないよう、必ず最初の申請で入力した情報を
削除してから入力をお願いします。
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複数の事業所を有する場合は
施設②に入力をお願いします。
※事業所が一つの場合は
入力の必要はありません。

申請分類 1 救護施設 を選択

選択した申請分類に該当する
入力フォームが表示されますので
入力をお願いします。
※漏れが無いように入力してください。

所在地は
「都道府県名」から
入力をお願いします。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリックすると
続けて施設③～施設⑤の入力フォームが表示されます。

ア 3つ以上の事業所をお持ちの場合は次ページの
フォームに入力

イ お持ちでない場合は、何も入力せずに「一時保存して、
次へ進む」をクリックしてください。

→ 本マニュアルの P27 へ移動



④-2 申請事業所情報【分類 ２ 障害福祉サービス】

分類 ２ 障害福祉サービス事業所等 用

本フォームを入力する際の注意点

ア 本フォームは分類 ２ 障害福祉サービス事業所等に該当する皆様に入力いただくフォームです。
イ 同じ法人で他の申請分類の施設・事業所をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。

本フォームで他の申請分類を同時に申請することはできません。
ウ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請をお願いします。

※ 最初に入力した情報が保存されていますので、本フォーム「申請事業所情報」のみ入力いただければ申請が行えます。
※ 本フォームに入力された情報も保存されていますので、二重申請とならないよう、必ず最初の
申請で入力した情報を削除してから入力をお願いします。

20

複数の事業所を有する場合は
施設②に入力をお願いします。
※事業所が一つの場合は
入力の必要はありません。

区分・サービス種別によって
支援金額の算出方法が異なります。
詳しくはP4に掲載している
別表２
【障害福祉サービス事業所等】を
ご確認ください。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリックすると
続けて施設③～施設⑤の入力フォームが表示されます。

ア 3つ以上の事業所をお持ちの場合は次ページの
フォームに入力

イ お持ちでない場合は、何も入力せずに「一時保存して、
次へ進む」をクリックしてください。

→ 本マニュアルの P27 へ移動

所在地は
「都道府県名」から
入力をお願いします。

選択した申請分類に該当する
入力フォームが表示されますので
入力をお願いします。
※漏れが無いように入力してください。

申請分類 2 障害福祉サービス事業所等 を選択



④-3 申請事業所情報【分類 ３ 介護サービス事業者等】

分類 ３ 介護サービス事業所等 用

本フォームを入力する際の注意点

ア 本フォームは分類 ３ 介護サービス事業所等 に該当する皆様に入力いただくフォームです。
イ 同じ法人で他の申請分類の施設・事業所をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。

本フォームで他の申請分類を同時に申請することはできません。
ウ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請をお願いします。

※ 最初に入力した情報が保存されていますので、本フォーム「申請事業所情報」のみ入力いただければ申請が行えます。
※ 本フォームに入力された情報も保存されていますので、二重申請とならないよう、必ず最初の
申請で入力した情報を削除してから入力をお願いします。
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区分・サービス種別によって
支援金額の算出方法が異なります。
詳しくはP5に掲載している
別表３
【介護サービス事業所等】を
ご確認ください。

複数の事業所を有する場合は
施設②に入力をお願いします。
※事業所が一つの場合は
入力の必要はありません。

所在地は
「都道府県名」から
入力をお願いします。

選択した申請分類に該当する
入力フォームが表示されますので
入力をお願いします。
※漏れが無いように入力してください。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリックすると
続けて施設③～施設⑤の入力フォームが表示されます。

ア 3つ以上の事業所をお持ちの場合は次ページの
フォームに入力

イ お持ちでない場合は、何も入力せずに「一時保存して、
次へ進む」をクリックしてください。

→ 本マニュアルの P27 へ移動

申請分類 3 介護サービス事業所等 を選択



④-４ 申請事業所情報【分類 ４ 児童養護施設等】

分類 ４ 児童養護施設等 用

本フォームを入力する際の注意点

ア 本フォームは分類 ４ 児童養護施設等 に該当する皆様に入力いただくフォームです。
イ 同じ法人で他の申請分類の施設・事業所をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。

本フォームで他の申請分類を同時に申請することはできません。
ウ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請をお願いします。

※ 最初に入力した情報が保存されていますので、本フォーム「申請事業所情報」のみ入力いただければ申請が行えます。
※ 本フォームに入力された情報も保存されていますので、二重申請とならないよう、必ず最初の
申請で入力した情報を削除してから入力をお願いします。

22

申請分類 4 児童養護施設等 を選択
選択した申請分類に該当する
入力フォームが表示されますので
入力をお願いします。
※漏れが無いように入力してください。

所在地は
「都道府県名」から
入力をお願いします。

複数の事業所を有する場合は
施設②に入力をお願いします。

※事業所が一つの場合は
入力の必要はありません。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリックすると
続けて施設③～施設⑤の入力フォームが表示されます。

ア 3つ以上の事業所をお持ちの場合は次ページの
フォームに入力

イ お持ちでない場合は、何も入力せずに「一時保存して、
次へ進む」をクリックしてください。

→ 本マニュアルの P27 へ移動



④-５ 申請事業所情報【分類 ５ 医療施設】

分類 ５ 医療施設 用

本フォームを入力する際の注意点

ア 本フォームは分類 ５ 医療施設 に該当する皆様に入力いただくフォームです。
イ 同じ法人で他の申請分類の施設・事業所をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。

本フォームで他の申請分類を同時に申請することはできません。
ウ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請をお願いします。

※ 最初に入力した情報が保存されていますので、本フォーム「申請事業所情報」のみ入力いただければ申請が行えます。
※ 本フォームに入力された情報も保存されていますので、二重申請とならないよう、必ず最初の
申請で入力した情報を削除してから入力をお願いします。
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区分・サービス種別によって
支援金額の算出方法が異な
ります。
詳しくはP6に掲載している
別表5【医療施設】を
ご確認ください。

申請分類 5 医療施設 を選択

選択した申請分類に該当する
入力フォームが表示されますので
入力をお願いします。
※漏れが無いように入力してください。

所在地は
「都道府県名」から
入力をお願いします。

複数の事業所を有する場合は
施設②に入力をお願いします。

※事業所が一つの場合は
入力の必要はありません。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリックすると
続けて施設③～施設⑤の入力フォームが表示されます。

ア 3つ以上の事業所をお持ちの場合は次ページの
フォームに入力

イ お持ちでない場合は、何も入力せずに「一時保存して、
次へ進む」をクリックしてください。

→ 本マニュアルの P27 へ移動

基準日（申請日）に稼働のある
病棟（有床診療所の場合は施設
全体）の病床数の合計を記入。

<計算例>
A病棟 50床（38床稼働）/
B病棟 50床（24床稼働）/
C病棟 50床（休棟中）
→ 100床として記入・申請

※病床機能報告と同様の算定
方法となります。



④-6 申請事業所情報【分類 6 施術所】

分類 6 施術所 用

本フォームを入力する際の注意点

ア 本フォームは分類 ６ 施術所 に該当する皆様に入力いただくフォームです。
イ 同じ法人で他の申請分類の施設・事業所をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。

本フォームで他の申請分類を同時に申請することはできません。
ウ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請をお願いします。

※ 最初に入力した情報が保存されていますので、本フォーム「申請事業所情報」のみ入力いただければ申請が行えます。
※ 本フォームに入力された情報も保存されていますので、二重申請とならないよう、必ず最初の
申請で入力した情報を削除してから入力をお願いします。
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申請分類 6 施術所 を選択

選択した申請分類に該当する
入力フォームが表示されますので
入力をお願いします。
※漏れが無いように入力してください。

所在地は
「都道府県名」から
入力をお願いします。

複数の事業所を有する場合は
施設②に入力をお願いします。

※事業所が一つの場合は
入力の必要はありません。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリックすると
続けて施設③～施設⑤の入力フォームが表示されます。

ア 3つ以上の事業所をお持ちの場合は次ページの
フォームに入力

イ お持ちでない場合は、何も入力せずに「一時保存して、
次へ進む」をクリックしてください。

→ 本マニュアルの P27 へ移動



④-7 申請事業所情報【分類 7 薬局】

分類 ７ 薬局 用

本フォームを入力する際の注意点

ア 本フォームは分類 7 薬局 に該当する皆様に入力いただくフォームです。
イ 同じ法人で他の申請分類の施設・事業所をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。

本フォームで他の申請分類を同時に申請することはできません。
ウ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請をお願いします。

※ 最初に入力した情報が保存されていますので、本フォーム「申請事業所情報」のみ入力いただければ申請が行えます。
※ 本フォームに入力された情報も保存されていますので、二重申請とならないよう、必ず最初の
申請で入力した情報を削除してから入力をお願いします。
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申請分類 7 薬局 を選択

所在地は
「都道府県名」から
入力をお願いします。

選択した申請分類に該当する
入力フォームが表示されますので
入力をお願いします。
※漏れが無いように入力してください。

複数の事業所を有する場合は
施設②に入力をお願いします。

※事業所が一つの場合は
入力の必要はありません。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリックすると
続けて施設③～施設⑤の入力フォームが表示されます。

ア 3つ以上の事業所をお持ちの場合は次ページの
フォームに入力

イ お持ちでない場合は、何も入力せずに「一時保存して、
次へ進む」をクリックしてください。

→ 本マニュアルの P27 へ移動



⑤ 申請事業所情報【確認事項欄】

すべての分類共通

本フォームを入力する際の注意点

ア 本チェックボックスはすべての分類に共通です。
イ 同じ分類の施設・事業所であれば、一度の申請で「５つ」まで同時に申請する事が可能です。

申請事業所数が６つ以上になる場合は、別途申請となります。
ウ 本システムでは皆様が別途申請した際に、基本情報の入力作業を簡略化できるよう、
システム内に「最初の申請情報が一時保存」されるようになっています。

エ 本チェックボックスは「６施設以上申請する際の方法」と「注意事項」について明記しておりますので
必ずご一読の上で、チェックをお願いします。

オ 記載している内容は下記となります。

確認事項
1度に申請入力いただけるのは最大5施設となります。6施設以上申請の場合は、最初のマイページへ戻り
『この申請を元に新規申請』から追加申請をお願いします。尚、前回の入力内容が残っておりますので、消し
忘れの重複申請にご注意願います。

必ずご一読いただき
「確認しました」に
チェックをお願いします。

入力後、「一時保存して、次へ進む」をクリック
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⑥ 誓約書 兼 同意書

誓約事項の内容をお読みいただき
全ての「確認しました」にチェックをお願いします。
一つでもチェックがない場合は審査の対象となりません。

全ての項目にチェックが終わったら
「一時保存して、次へ進む」をクリックしてください。

誓約書 兼 同意書に関する注意点

ア 本フォームの確認欄にすべてチェックされていない場合審査の対象となりません。
支給を希望される方は、必ず内容を確認の上、すべての確認欄にチェックしてください。
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⑦ 申請額 兼 請求額の確認

こちらに記載されている金額が
支援金の申請額 兼 請求額となります

金額を確認したら
「一時保存して、次へ進む」をクリック

⑨ 申請内容の確認
これまでフォームに入力した内容が
全て表示されます。
漏れ、誤りがないか
再度ご自身でご確認ください。

申請内容に誤りが無ければ
「この内容で申請する」をクリック

→ 申請完了

28



⑧ 申請受け付けのお知らせメール到着

ア 本メールは下記のアドレスから自動送信します。受け取りが出来るよう受信設定をお願いします。
メール配信アドレス noreply@mail.graffer.jp

イ Google、ＬＩＮＥを活用して登録、ログインをされた方は「Google」、「ＬＩＮＥ」に登録しているアドレスに
お知らせメールが送信されます。

ウ 本メールへの返信は出来ません。事務局とメールにて連絡を取りたい場合は下記アドレスまでお願いします。

    社会福祉施設及び医療施設等物価高騰対策支援金支給事務局アドレス
     ＭＡＩＬ ： info@iwate-syakaihukusi-iryoushien.jp

↓ お知らせメール(イメージ)
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⑨ 申請内容の保管

ア 申請した内容は申請完了・アンケート画面「申請内容はこちら(申請詳細)」もしくは、返信メールに記載されて
いるＵＲＬから閲覧が可能です。
イ 申請した内容はプリントアウトし、【令和14年（2032年）3月31日】まで必ず保管をお願いします。

メール本文内に記載されている
URLをクリックし手順２へ

保管手順２

詳細を確認するには【申請内容】
をクリックし手順３へ

保管手順１ 保管手順１

「申請内容はこちら(申請詳細)」
をクリックし手順2へ
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申請者情報記入
※漏れなく記入し
てください

振込先口座情報を通帳に記載してあるとおりに「正確に」記載願います。

金融機関コードが
不明な場合
各金融機関のＨＰに
記載がありますので
ご確認ください。

様式1号を記載する際の注意点

① 法人の場合、確定申告書類や履歴事項全部証明書に記載のある所在地・法人名・代表者氏名を記入し
個人事業主の場合は、確定申告書類に記載のある屋号及び本人確認書類に記載のある住所・代表
者氏名をご記入ください。

② 同じ法人で複数の申請分類をお持ちの場合は、分類ごとに申請を行ってください。
複数の分類の施設・事業所を同じフォームから申請することはできません。

③ 本様式に記載する「申請者の名義」と下部に記載する「口座名義」が違う場合、別途「様式第４号 委任状」
の提出が必須となります。

申請日(記載日)
を記載

参考 様式１号記入例

個人で申請の場合
屋号を記載

該当する
申請分類をチェック
複数の申請分類を有
する場合、申請分類ご
とに申請願います。
※一度の申請で複数
分類を同時に申請す
ることはできません。

申請額は、本マニュアルのＰ4～Ｐ6に記載の
別表を参考に算出をお願いします。
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平日昼間に
事務局と連絡が
取れる番号を記載

１０ 郵送申請 申請書記入例



分類を
ご確認ください

様式2号-1を記載する際の注意点

① 本様式は分類 １ 救護施設・２ 障害福祉サービス事業所等・３ 介護サービス事業所等
４ 児童養護施設等の皆様に記載いただく様式です。

② 同じ法人で複数の申請分類をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。
複数の申請分類の施設・事業所を同じフォームから申請することはできません。

２障害福祉サービス事業所等
３介護サービス事業所等の方のみ記入

必要箇所を
漏れなく記入してください

申請日を記入

参考 様式2号-1記入例

申請金額の合計を記載
※様式第1号の申請額兼請求額に記載する額

下記に該当する施設「以外」は数字の「１」を記入。
それ以外は定員数を記入。

ア 救護施設
イ 障害福祉サービス事業所等のうち通所系・
訪問系・相談系施設

ウ 介護サービス事業所等のうち通所系・
訪問・相談系施設
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様式2号-２を記載する際の注意点

① 本様式は分類 ５ 医療施設の皆様に記載いただく様式です。
② 同じ法人で複数の申請分類をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。
複数の申請分類の施設・事業所を同じフォームから申請することはできません。

分類を
ご確認ください

必要箇所を
漏れなく記入してください

申請日を記入

参考 様式2号-2記入例

区分が無床診療所（医科） 、歯科診療所、助産所の場合
一律、本欄に記載の115,000円が申請金額となります。
※様式1の申請額兼請求額に記載する額

基準日（申請日）に稼働のある病棟（有床診療所の場合は施設全体）の病床数の合計を記入。

＜計算例＞
A病棟 50床（３８床稼働）／Ｂ病棟 ５０床（２４床稼働）／Ｃ病棟 ５０床（休棟中）
⇒ １００床として記入・申請

※病床機能報告と同様の算定方法となります。

区分が病院・有床診療所の場合
申請金額の合計を記載
※様式第1号の申請金額兼請求額に記載する額
※全ての病床を休床している有床診療所は、
無床診療所として申請してください。
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様式2号-３を記載する際の注意点

① 本様式は分類 分類 ６ 施術所（按摩・鍼・灸・柔軟)の皆様に記載いただく様式です。
② 同じ法人で複数の申請分類をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。
複数の申請分類の施設・事業所を同じフォームから申請することはできません。

必要箇所を
漏れなく記入してください

記入した施術所の数×単価（38,000円）で算出した
申請金額の合計を記載
※様式第1号の申請額兼請求額に記載する額

「一施術所あたり」、一律、本欄に記載の38,000円が
申請金額となります。

申請日を記入

参考 様式2号-３記入例

分類を
ご確認ください
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様式2号-4を記載する際の注意点

① 本様式は分類 ７ 薬局の皆様に記載いただく様式です。
② 同じ法人で複数の申請分類をお持ちの場合は、申請分類ごとに申請を行ってください。
複数の申請分類の施設・事業所を同じフォームから申請することはできません。

分類を
ご確認ください

必要箇所を
漏れなく記入してください

記入した保険薬局の数×単価（38,000円）で算出した
申請金額の合計を記載
※様式第1号の申請額兼請求額に記載する額

「一保険薬局あたり」、一律、本欄に記載の
38,000円が申請金額となります。

申請日を記入

参考 様式2号-４記入例
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様式３号を記載する際の注意点

① 法人名、代表者職、代表者氏名は様式１号に記載の内容と同一の内容で記入してください。
② 本様式の確認欄にすべてチェックされていない場合審査の対象となりません。

支給を希望される方は、必ず内容を確認の上で、すべての確認欄にチェックしてください。

様式第1号に記載の情報と
齟齬が無いか確認の上
漏れなく記入してください

内容を確認の上、
全ての確認欄にチェックを入れてください。

申請日を記入

参考 様式３号記入例
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様式４号を記載する際の注意点

① 本様式は、申請者名義と振込口座名義が異なる場合のみ提出が必要です。
様式第１号に記載した、申請者名義と振込口座名義が同一の場合、提出の必要はありません。

② 委任者(申請者）情報の記入欄には、委任者(申請者）の捺印が必須です。
※受任者情報の記入欄への捺印は必要ありません。

参考 様式４号記入例

申請者の印鑑(代表者印)
を捺印ください

様式第１号に記載の
口座情報を記入

申請者情報を記入

受任者情報を
記入してください
※捺印の必要無し

カナ名義を正しく記入
（大文字）してください

申請日を記入

岩
⼿
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１１ 郵送申請 添付書類

38

A4

（１） 添付書類 １

振込先口座の通帳の表紙と見開きの画像を添付してください。

添付する際の注意点

ア 通帳のコピーは、必ず通帳の「表紙面」と「見開き面」をどちらも添付してください。
イ 添付画像が不足している場合は審査を進めることができません。提出前に必ず内容をご確認ください。

添付① 振込先口座の通帳の表紙 添付② 振込先口座の通帳の見開き

注意点

ア 審査・支給のために、手続き上、追加書類を事務局から提出依頼させていただく場合があります。
イ 追加書類は【様式第４号 委任状】を除き、事務局あてにメールでの提出も可能です。
ウ 追加で提出を依頼した書類が期日までに事務局に郵送されない場合、審査を進めることができず
     「不支給」とさせていただく場合があります。

【普通銀行当座口座の場合】
通帳がない場合は、当座勘定照合表等の口座情報が確認できる画像を添付してください。

  ※銀行取引にかかる日付、支払額、入金額、摘要、残高等の情報は黒塗りしてください。

【インターネット専業銀行の場合】
振込先情報（口座情報）が確認できる画面を、スクリーンショットなどの機能を使用して

  画像として添付してください。

（2） 添付書類 2

その他知事が必要と認める書類



１２ 審査について

＜審査について＞
○ 書類の到着確認、審査状況、支払時期に関するお問い合わせは、ご遠慮ください。
※ 多くの事業所からの申請が見込まれることから、書類の到着段階では、個々の送付者

    （申請者）の確認はしておりません。審査に入った段階で申請者及び内容を確認し、不備等がある
場合には、別途連絡いたします。

※ （悪天候などの理由により）発送書類の輸送状況等に関して、不安がある場合には、レターパック
    など追跡手段のある方法で、ご郵送ください。

○ 審査が終了し、支払時期が確定した段階で決定通知をお送りします。
※ 通知が届かないことを防ぐため、住所については建物名・部屋番号等を正確に記入してください。

＜支給決定の取り消し ＞
○ 支給要件に該当しない方が申請内容の偽りなど不正な手段によって、本支援金の支給決定を

受けたことが判明したときは、支給決定を取り消し、すでに本支援金の支給を受けているとき
   は、支援金の返還を命じます。
※ 本支援金の返還を命じた後に、指定の期日までに、本支援金に係る返還金の納付が確認でき

    ない場合には、本支援金に係る返還金のほかに、岩手県が、別に定める延滞金を徴収する場合
があります。

＜追加調査・返還等＞
○ 支援金を支給した後でも、必要に応じて申請内容の確認や書類の追加提出を求める場合

    があります。また、計算違いによる過誤払いや不正な申請（書類の偽造、誓約事項の虚偽など）
が判明した場合は、返還を命じる場合があります。

○ 他の行政機関から本申請に関する照会があった場合、情報の提供や申請書類を提出する場合が
ありますのでご了承ください。

※ また、申請内容に不明な点がある場合には、税理士等に直接連絡をして確認を行うことがあり
ます。

＜会計処理について＞
○ 会計処理に当たっては、支援金収入を他の収入と区別できるようにしてください。

１３ その他付帯事項
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１4 よくあるお問い合わせ（ＦＡＱ）《令和7年実施参考》

＜支給対象、支給額＞

問い合わせ 回答

１ 事業所、施設等は岩手県内にあるものの、本社が岩手県内
にない場合、申請できるか？

本社が岩手県外であっても、岩手県内を所在地とする事業
所、施設等が存在する場合は、当該事業所、施設分につい
ては支給対象となります。
なお、本社が岩手県内であっても、岩手県外に所在する事
業所、施設分については支給対象外です。

２ 支給された支援金の用途制限はあるか？
支援金は電気代等の高騰分に活用されることを想定してい
ますが、特段の用途制限はありません。

３
同様の趣旨の給付金を他団体（市町村等）から受けている、
又は受ける予定があるが、この支援金を申請することはで
きるか？

他団体からの同趣旨の給付金の受給（予定を含む）の有無
に関わらず、本支援金を申請することが可能です。
ただし、本支援金を受給した場合に他の給付金を受給する
ことができるか否かは、他の給付金の支給要件等をご確認
ください。

４ 一つの事業所で複数のサービスを運営している場合、それ
ぞれのサービス毎に申請ができるか？

指定を受けているサービス毎に支援金を支給します。

5
同じ法人で、本マニュアルに記載される分類１～分類７に
おいて「複数の分類」を運営している。
該当するすべての分類で支援金を申請することはできる
のか？

事業を行っているそれぞれの分類で申請することが可能
です。
ただし、「分類ごとに申請書を作成・提出していただく」必
要があります。
分類ごとに様式第１号～３号（必要に応じて第4号も）と添
付書類をそろえていただき申請してください。

６ 分類１～分類7に該当していれば事業形態に関わらず、す
べての事業所が支給対象となるか？

分類によって、対象外となる事業形態がある場合がありま
す。本マニュアルP4～Ｐ6に掲載の別表に記載している各
分類の支給要件を必ずお読みください。

特設HPに最新版のFAQを掲載しますので、そちらもご確認ください

＜障害福祉サービス事業所等・介護サービス事業所等関係＞

問い合わせ 回答

１
一つの事業所で複数のサービスを運営している場合、それ
ぞれのサービス毎に申請ができるか？

指定を受けているサービス毎に支援金を支給します。

２
「入所系」と「通所系」の両方のサービスを実施しているが、
それぞれ対象となるか？

「入所系」と「通所系」を両方実施している事業所は、両方の
サービスで申請することができます。入所系と通所系の他
にも、訪問系や相談系も申請することができます。

３
介護サービスと障害福祉サービスを同一建物内で提供して
いるが、障害分野と介護分野でそれぞれ申請可能か？

その施設・事業所の許認可ごとに申請可能となります。

４
医療機関であって障害福祉サービスを同一建物内で提供し
ているが、障害分野と医療分野をそれぞれ申請可能か？

その施設・事業所の許認可ごとに申請可能となります。
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１4 よくあるお問い合わせ（ＦＡＱ）

＜申請手続、申請書類＞

問い合わせ 回答

１
複数の事業所、施設を運営している場合、事業所、施設ごと
の申請になるのか、法人単位での申請になるのか？

法人が運営する事業所、施設をとりまとめて申請してくだ
さい。支給申請書は、法人単位での申請が可能なように１枚
に運営する事業所、施設を複数記入することができます。
なお１法人が異なる分類の事業所、施設を運営している場
合は、申請分類ごとの申請書作成が必要となります。

２ 実績報告書の提出は必要か？
支援金支給のため、実績報告は不要です。 ただし、虚偽の
申請があった場合は支援金の返還となります。

３
複数の事業所を運営しているが支給金額はいくらになる
か？

分類、区分ごとに金額や算出方式が異なります。
本マニュアルP4～Ｐ6に掲載の別表をご一読いただき、様
式第２号のうち貴法人の該当する分類の書式にて算出し、
申請してください。

４ 申請を行ったが支援金はいつ入金になるか？

申請に不備がない場合、「申請受理証」を発送してから、「オ
ンライン申請」で概ね４週間程度、「郵送申請」の場合は5週
間程度の時間を要します。
なお、申請に不備がある場合は、不備が解消されるまで審
査、支給をすることができません。

５ 申請に不備があった場合、どのような対応になるか？
申請に不備があった場合、事務局よりフォローアップのた
めに、ご連絡をさせていただきますので、事務員の指示に
従って、様式の修正や不足資料の手配をお願いします。

６

○申請締め切りが迫っているので直接事務局に申請書類
を届けたい。

○追加提出を依頼された書類を直接事務局に届けたい。

本事務局では多くの法人情報、個人情報を扱うため、岩手
県、事務局が面談の必要があると判断をした場合を序き、
事務局への訪問はお断りさせていただきます。
オンライン申請は即日申請が可能ですし、郵送での申請は
当日消印が有効です。
誠に恐縮ですがそちらをご利用いただきますようお願いし
ます。
事務局から要請された追加資料の提出については様式第
4号を除きメールでの提出も可能です。

特設HPに最新版のFAQを掲載しますので、そちらもご確認ください
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MEMO
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社会福祉施設及び医療施設等物価高騰対策支援金支給事務局

社会福祉施設及び医療施設等物価高騰緊急対策支援金に関するお問い合わせ先

〒020-8779
岩手県盛岡市神明町5-5 岩手県火災共済会館 5階
ＭＡＩＬ ： info@iwate-syakaihukusi-iryoushien.jp

ＴＥＬ ： 019-601-6471

受付時間…平日９：００～１７：００

・受付時間外、土日祝日のお問い合わせはご遠慮ください。
・多くの個人情報を扱うため、事務局に訪問しての相談はご遠慮いただいております。

特設サイトはコチラ


